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事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書
に 》

・変 更)

下電器産業株式会社 取締役社長 大 坪文雄

0 6

注 1該 当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主夢カロされる事業者の方は、レ印の記入は不要です。

2「 基準年度Jと は計画期間の前年度を、 「目標年度Jと はSt画期間の最終年度をいいます。

3「 専業所等排出区分Jと は、京都rJ内の手業所年の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果ガスを、 f輸送車両排出区分」
とは 自動車迂送事業者については憤用のホ拠の位tEを京都市内とする車両の排出する温雲効果ガスを 獣 道干業者については保有する貨物草
両スは旅客車両の排出するこ宣効果〃スを、 「その他排出区分Jと は、上配以タトの京都市内における事業所年の子業活動に伴い発生する温宣効

を基準としたり'出畳の対比やエネルイー原単位C02排 出畳 省 エネ製品開発などlL者の温宮

京都府長岡京市神足焼町一番地

4対策 粂額1宮18粂 第 1項 (傷 18条 街 2独  窮 18粂 第 3■ )の 規 定 によ り研出 します

特定事業者の

主たる業種

電気機械器具製造業、府内では、こに半導体素子製造業 及び 半導体デバイスの研究開発

該当する軍美

者要件
財 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ

ー使用事業者 (原油に換
算して1,500キロリントル以上))

「賓稽案安補滉馬十七抄あつ梁坪編掃智霞」分撰掛 需麟
事業者(大規模運送事業者(トラック

▼ 京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第 10条 第 4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算して3.000トン以上))

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成 20 年 3 月

基 本 方 針 全社の環境行動計画CP201
システムの基本理念を尊重し、

0で C02排 出量原単位の目棟を設定、環境 ・労働安全衛生マネシメン
エネルギー消費効率の改善を図り温室効果ガス排出量の削減を目指す。

ト

推 進 体 制 分社社長を総責任者とする環境 '労働安全衛生活動推進体制の中に地球温暖化防止委員会を置き進捗管理

年度 ことの具

体的な取組及
び措置

年 度 対象、工程等 計 l E l 内容

18～ 19 工場製造部門 CF3カ 年計画で省エネクレギー車7%の 経統達成により平成 19年 度には、総排出量4 9%削 減

1 8 ～ 1 9 工場製造部門 ほ室効果ガス (PFC)を C02換 算で 38 9%削 浅

18～ 1 9 非製造部門 原単位 1%の 削減

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基準年度 (実績 ,

(17)年 度
(二酸化炭索演算 (t))

日保年度 (rlt四,

(19)年 度
(二酸イヒ炭素換算 (t〉)

自」阪挙

(計画 )
(3/a)

A事 業所等排出区分 60,453 t 57,479 t -4.9 %

B輸 送車両排出区分 t t %

cそ の他」F出区分 4,020 t 2,456 t -389 %

排出合計 1                64,473 t ■2            59,935 t -70 %

その他の地球
温暖化対策に

よる温室効果
ガスの削減量

等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取組畳等 〈二酸化炭素張算 (t

森林の保全及び整備 (整伸面態) 〈吸収量) t

府内産の木材の利用 (利用畳) m= (削減a) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電二) kwh (肖U減量) t

(熟供給二) C T (削減畳) t

グ ツーン電力の購入 (購入二) kwh (削減曇) t

削減量等合計 t

差引排出量

(排出合計一肖J減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

Ⅲ l 64 473 t ■'‐lt3〉          59,935 t
-7 0  %

特 記 事 項 1 松 下電器グル
ープの全社目標t=C02排出豊原単位を2010年度に2000年度比10%削減とし、タローバルに最適地生

産、エネルギーの消費効率の改善に取り組んでいま曳 2005年度の実績は、19%削減と目標を達成しています。
2 工 場部門の目標として、省エネルギー率を掲げ、デバイス部門毎年7%、 セット部門毎年 3 5%を 設定してい

ます。2005年度の実績は、デバイス部門6 2%、 セット部門3 5%を 達成しています。

運 絡 先 担 当 部 暑

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

4「 特記事項」には、平成 2年度 (1990年 度)を 基準としたり'出畳の対比やエネルイ
ー原単位C02排 出畳 省 エネ製品開発な

効果ガス排出高Ⅲ減への貢献、グリーン調達の採用、特定フロンなどの条lFl指定外の温室
/pl果ガスの削減などを記入してください。


